
【復興交付金事業計画の個別事業の実績に関する評価様式】

事業番号 D-1-7
事業名 道路事業（高台接続道路）

事業費 総額 256,992 千円 （国費：192,744 千円）

   内訳：用地費 1,031 千円、補償費 18,828 千円（電柱移転含む）、

測量設計費 34,963 千円、工事費 202,170 千円

事業期間 平成 25 年度～平成 28 年度

事業目的

防災集団移転促進事業（寄木・韮の浜）を予定している高台団地と既存集落等を結

ぶ町道韮の浜線、町道寄木線に接続する道路を整備する。

【整備内容】道路延長Ｌ＝1,350ｍ、幅員Ｗ＝6.5ｍ        

事業地区 歌津（寄木・韮の浜）地区   （別紙地図添付）

事業結果

当該事業では防災集団移転促進事業で整備された寄木韮の浜団地への接続道路を

整備した。

【整備内容】道路延長Ｌ＝1,350ｍ、幅員Ｗ＝6.5ｍ      

＜平成 25 年度～平成 26 年度＞

・測量設計業務  27,085 千円

＜平成 26 年度＞

・用地買収費  690 千円

・補償費    8,292 千円

・工事監理業務  2,118 千円

＜平成 26 年度～平成 27 年度＞

・道路築造工事 202,170 千円

＜平成 27 年度＞

・支持物移転業務 10,536 千円

＜平成 27 年度～平成 28 年度＞

・確定測量業務     5,760 千円

＜平成 28 年度＞

・用地買収費  341 千円



事業の実績に関する評価

① 事業結果の活用状況に関する調査・分析・評価

本道路事業により、移転先団地と低地部や既存集落へ続く幹線を結ぶ路線を整備

したことで、漁民が多く移転した当該地区では漁港へのアクセスが向上し、移転者

の生業及び生活にとって必要不可欠な路線となっている。

また、集団移転地が高台にあるため、緊急時に高台の避難先として、防災面にお

いても地域住民の安全確保に寄与している。

② コストに関する調査・分析・評価

事業費の設計・積算は公共土木工事積算基準等により実施し、南三陸町財務規則

等に基づき一般競争入札により業者を選定しており、事業コストは適切なものと考

える。

③ 事業手法に関する調査・分析・評価

道路工事の完了が 1 年程遅れることとなったが、防災集団移転団地の造成工事

を先行させるため、工事用道路として当該道路用地を利用したことによるものであ

り、全体のコスト面や大型工事車両による舗装ダメージを考えると、適切な手法で

あると判断される。

また、用地の確定測量業務については、他の防災集団移転団地と合わせて一括発

注することで、完了した個所から即時に測量を開始できるよう発注が行われた。

＜想定した事業期間＞

測量設計     平成 24 年 10 月～平成 25 年 2 月

道路工事     平成 25 年 4 月～平成 26 年 3 月（※工事用道路として利用）

＜実際に事業に要した事業期間＞

測量設計     平成 25 年 5 月～平成 26 年 8 月

道路工事     平成 26 年 7 月～平成 27 年 9 月

監理業務     平成 26 年 4 月～平成 27 年 3 月

確定測量     平成 27 年 7 月～平成 28 年 10 月

事業担当部局

建設課土木係 電話番号：0226-46-1377



添付資料

拡大写真



（完成写真）





【復興交付金事業計画の個別事業の実績に関する評価様式】

事業番号 D-1-8
事 業 名 道路事業（高台接続道路）

事業費 総額 183,121 千円 （国費：137,340 千円）

     内訳：用地費 21,999 千円、補償費 2,987 千円、測量設計費 21,546 千円、

        工事費 137,389 千円

事業期間 平成 25 年度～平成 28 年度

事業目的

防災集団移転促進事業（清水）を予定している高台団地と低地部（国道 45 号）を

接続する道路を整備する。

【整備内容】道路延長Ｌ＝525ｍ、幅員Ｗ＝6.5ｍ        

事業地区 志津川（清水）地区 （別紙地図添付）

事業結果

防災集団移転促進事業で整備した高台造成団地と、国道 45 号線を接続する道路を

整備した。

【整備内容】道路延長Ｌ＝525ｍ、幅員Ｗ＝6.5ｍ

＜平成 25 年度＞

・用地買収費     21,199 千円

・補償費      2,987 千円

・測量設計業務 19,425 千円

＜平成 25 年度～平成 27 年度＞

・造成等工事  137,389 千円

＜平成 27 年度～平成 28 年度＞

・確定測量業務       2,121 千円

事業の実績に関する評価

① 事業結果の活用状況に関する調査・分析・評価

本道路事業は防災集団移転促進事業で整備された高台団地と国道 45 号線を結ぶ

唯一の道路であり、移転者にとっては必要不可欠な路線となっている。

また、集団移転地が高台にあるため、緊急時に高台の避難先として、防災面にお

いても地域住民の安全確保に寄与している。

② コストに関する調査・分析・評価

事業費の設計・積算は公共土木工事積算基準等により実施し、防災集団移転促進

事業で実施した団地造成工事と一体で発注を行った。受託業者の選定にあたっては

南三陸町財務規則等に基づき、一般競争入札により業者を選定しており、事業コス



トは適正なものと判断される。

③ 事業手法に関する調査・分析・評価

清水団地における道路事業は、用地取得を含む住民との合意形成に時間を要した

ことから、工事着手に 1 年半程度の遅れが生じたが、その後の工事においては、当

該路線工事と高台団地造成工事を一括で発注・施工することで、工事用道路として

利用することができ、工事全体の工期短縮が図られ、被災者の住居移転の迅速化に

寄与したことから、事業手法は適切と判断される。

＜想定した事業期間＞

測量設計       平成 24 年 10 月～平成 25 年 2 月

造成等工事     平成 25 年 4 月～平成 26 年 3 月

＜実際に事業に要した事業期間＞

測量設計       平成 25 年 7 月～平成 26 年 3 月

造成等工事      平成 25 年 12 月～平成 28 年 3 月

確定測量       平成 27 年 7 月～平成 28 年 10 月

事業担当部局

建設課土木係 電話番号：0226-46-1377



添付資料



（完成写真）







【復興交付金事業計画の個別事業の実績に関する評価様式】

事業番号 D-1-9
事 業 名 道路事業（高台接続道路）

事業費 総額 24,943 千円 （国費：18,706 千円）

     内訳：用地費 3,838 千円、補償費 44 千円、設計費 6,404 円、

工事費 14,657 千円

事業期間 平成 25 年度～平成 26 年度

事業目的

防災集団移転促進事業（波伝谷・松崎）を予定している高台団地と低地部（国道 398
号）を接続する道路を整備する。

【整備内容】道路延長Ｌ＝90ｍ、幅員Ｗ＝6.5ｍ        

事業地区 戸倉（波伝谷・松崎）地区  （別紙地図添付）

事業結果

防災集団移転促進事業で整備した、松崎団地と国道 398 号線を接続する道路を整

備した。

【整備内容】道路延長Ｌ＝90ｍ、幅員Ｗ＝6.5ｍ

＜平成 25 年度＞

・用地買収費     3,838 千円

・補償費        44 千円

・測量設計業務   5,775 千円

＜平成 25 年度～平成 26 年度＞

・道路築造工事   14,657 千円

＜平成 26 年度＞

・確定測量業務       629 千円

事業の実績に関する評価

① 事業結果の活用状況に関する調査・分析・評価

本道路事業は防災集団移転促進事業で整備された松崎団地と国道 398 号線を結

ぶ唯一の道路であり、移転者にとっては必要不可欠な路線となっている。

  また、集団移転地が高台にあるため、緊急時に高台の避難先として、防災面にお

いても地域住民の安全確保に寄与している。

② コストに関する調査・分析・評価

事業費の設計・積算は公共土木工事積算基準等により実施し、防災集団移転促進

事業で実施した団地造成工事と一体で発注を行った。受託業者の選定にあたっては

南三陸町財務規則等に基づき、一般競争入札により業者を選定しており、事業コス



トは適正なものと判断される。

③ 事業手法に関する調査・分析・評価

松崎団地における道路事業は、用地取得を含む住民との合意形成に時間を要した

ことから、工事着手に 1 年半程度の遅れが生じたが、その後の工事においては、当

該路線工事と高台団地造成工事を一括で発注・施工することで、工事用道路として

利用することができ、全体の工期短縮が図られ、被災者の住居移転の迅速化に寄与

したことから、事業手法は適切と判断される。

＜想定した事業期間＞

測量設計      平成 24 年 9 月～平成 25 月 1 月

造成等工事     平成 25 年 4 月～平成 26 年 3 月

＜実際に事業に要した事業期間＞

測量設計      平成 25 年 7 月～平成 26 年 3 月

造成等工事     平茂 25 年 11 月～平成 26 年 12 月

確定測量      平茂 26 年 8 月～平成 27 年 7 月

事業担当部局

建設課土木係 電話番号：0226-46-1377



添付資料（位置図）



（完成写真）





【復興交付金事業計画の個別事業の実績に関する評価様式】

事業番号 D-1-10
事 業 名 道路事業（高台接続道路）

事業費 総額 48,075 千円 （国費：36,056 千円）

     内訳：用地費 1,040 千円、測量設計費 4,946 千円、工事費 42,089 千円

事業期間 平成 25 年度～平成 28 年度

事業目的

防災集団移転促進事業（長清水）を予定している高台団地と低地部（国道 398 号）

を接続する道路を整備する。

【整備内容】道路延長Ｌ＝1,094ｍ、幅員Ｗ＝6.5ｍ        
※道路延長は移転先変更前の路線延長

事業地区 戸倉（長清水）地区  （別紙地図添付）

事業結果

防災集団移転促進事業で整備した、長清水団地と国道３９８号線を接続する道路を

整備した。

なお長清水団地は、移転希望世帯数の減少により、当初計画から候補地が変更され

ており、実際に整備された接続道路の短縮は、この変更に伴うものである。

【整備内容】道路延長Ｌ＝100ｍ、幅員Ｗ＝6.5ｍ

＜平成 25 年度＞

・用地買収費     1,040 千円

・測量設計業務   4,200 千円

＜平成 25 年度～平成 27 年度＞

・道路築造工事  42,089 千円

＜平成 26 年度～平成 27 年度＞

・確定測量業務      746 千円

事業の実績に関する評価

① 事業結果の活用状況に関する調査・分析・評価

本道路事業は防災集団移転促進事業で整備された長清水団地と国道 398 号線を

結ぶ唯一の道路であり、移転者にとっては必要不可欠な路線となっている。

  また、集団移転地が高台にあるため、緊急時に高台の避難先として、防災面にお

いても地域住民の安全確保に寄与している。

② コストに関する調査・分析・評価

事業費の設計・積算は公共土木工事積算基準等により実施し、防災集団移転促進



事業で実施した団地造成工事と一体で発注を行った。受託業者の選定にあたっては

南三陸町財務規則等に基づき、一般競争入札により業者を選定しており、事業コス

トは適正なものと判断される。

③ 事業手法に関する調査・分析・評価

長清水団地における道路事業は、移転希望世帯数の減少により候補地の変更が生

じ、用地取得を含む住民との合意形成に時間を要したことから、工事着手に 1 年半

程度の遅れが生じたが、その後の工事においては、当該路線工事と戸倉地区高台団

地造成工事や災害公営住宅整備を含む戸倉地区の同時期に発注可能な工事を一括

で発注・施工することで、工期短縮が図られ、被災者の住居移転の迅速化に寄与し

たことから、事業手法は適切と判断される。

＜想定した事業期間＞

測量設計       平成 24 年 10 月～平成 25 年 2 月

造成等工事     平成 25 年 4 月～平成 26 年 3 月

＜実際に事業に要した事業期間＞

測量設計       平成 25 年 7 月～平茂 26 年 3 月

造成等工事      平成 25 年 11 月～平成 28 年 3 月

          （長清水団地完成 平成 27 年 5 月）

確定測量       平成 26 年 8 月～平成 27 年 7 月

事業担当部局

建設課土木係 電話番号：0226-46-1377



添付資料（位置図）



（完成写真）





【復興交付金事業計画の個別事業の実績に関する評価様式】

事業番号 D-4-4
事 業 名 災害公営住宅整備事業（志津川中央地区）

事業費 総額 4,577,970千円 （国費：4,005,722千円）

    内訳：用地費 30,010千円、設計費 8,885千円、工事費 4,539,075千円

事業期間 平成 24年度～平成 29年度

事業目的

自立再建が難しい町民を対象に高台等の安全な宅地に恒久住宅を早期に確保す

る。

事業地区 志津川中央地区

事業結果

第 1,2街区（115戸）

・共同住宅 鉄筋コンクリート造 4階建て

（A棟 30戸、B棟 22戸、C棟 30戸、D棟 33戸）

・集会所 1棟

平成 29年 3月 21日より供用開始

第 3,4街区（32戸）

・戸建住宅 木造 2階建て（32戸）

平成 29年 1月 10日より供用開始

＜平成 26年度＞

・測量設計    8,885千円 （D-4-4）
・用地費・補償費 30,010千円（D-4-4）
・建築工事    32,667千円（D-4-4）
＜平成 27年度＞

・建築工事   265,237千円（D-4-4）
＜平成 28年度＞

・建築工事   4,241,171千円（D-4-4）

事業の実績に関する評価

本事業が実施された志津川中央団地は、津波復興拠点整備事業で面的整備を行っ

た地域であり、日常的な商業・業務施設、教育、福祉施設等が集積している団地で

ある。本事業で整備した災害公営住宅は、町内で最後の災害公営住宅であり、本事

業の完了により、仮設住宅での暮らしを余儀なくされていた被災者のほとんどが再

建を果たすことができた。

① 事業結果の活用状況に関する調査・分析・評価

志津川中央地区災害公営住宅は全 147 戸に対し、令和 2 年度末時点で 141戸が



入居（入居率 96%）しており、当初の被災者の恒久住宅確保の目的を達成し、有効

に活用されていると判断される。現在、空き戸は町営住宅として活用している。

② コストに関する調査・分析・評価

事業費の設計・積算は宮城県復興住宅計画の整備方針及び宮城県災害公営住宅整

備指針〈ガイドライン〉に定める基本的な考え方のもと、宮城県災害公営住宅設計

標準等に基づき実施し、譲渡契約時の仕様等に反映させることで、計画予算の範囲

で取得できたことから、適切なコストであったと判断される。

③ 事業手法に関する調査・分析・評価

本事業のうち、共同住宅はUR都市機構と譲渡契約を行うことで事業期間を大

幅に短縮し、早期の住宅供給を実現した。

また、戸建住宅の建築においては、地元の建築関連業者で組織された南三陸町木

造災害公営住宅建設推進協議会と譲渡契約を行い、住宅規格をパターン化すること

で、資材の発注から施工を複数社で同時に実施することが可能となり、工期の短縮

が図られたほか、地元木材を採用することで、建築業と林業の活性化にも寄与して

おり、有効な手法であったと考える。

＜想定した事業期間＞

基本設計       平成 26年 9月～平成 27年 8月

測量設計・実施設計  平成 27年 9月～平成 28年 8月

建築工事       平成 28年 9月～平成 30年 8月

供用開始        平成 30年 9月

＜実際に事業に要した事業期間＞

基本設計        平成 25年 5月～平成 25年 8月

測量設計・業務実施   平成 25年 10月～平成 27年 3月

建築工事       平成 27年 11月～平成 29年 3月

供用開始        平成 29年 1月

事業担当部局

建設課公営住宅管理係 電話番号： 0226-46-1377







【復興交付金事業計画の個別事業の実績に関する評価様式】

事業番号 D-4-5
事 業 名 災害公営住宅整備事業（志津川西地区）

事業費 総額 2,670,399 千円 （国費：2,336,598 千円）

    内訳：用地費 22,978 千円、設計費 41,894 千円、工事費 2,605,527 千円

事業期間 平成 24 年度～平成 28 年度

事業目的

自立再建が難しい町民を対象に高台等の安全な宅地に恒久住宅を早期に確保す

る。        
事業地区 志津川西地区 （別紙添付資料）

事業結果

第 1・2 街区（60 戸）

・共同住宅 鉄筋コンクリート造 2 棟

（A 棟 4 階建て 30 戸、B 棟 3 階建て 22 戸）

・戸建住宅 木造 2 階建て（8 戸）

・集会所 1 棟

平成 28 年 10 月 3 日より共用開始

第 3 街区（22 戸）

・共同住宅 鉄筋コンクリート造 1 棟（C 棟 3 階建て 22 戸）

・集会所 1 棟

平成 29 年 1 月 10 日より供用開始

＜平成 26 年度＞

・測量設計     41,894 千円（D-4-5）
・用地費・補償費 22,978 千円（D-4-5）
建築工事    50,820 千円（D-4-5）

＜平成 27 年度＞

・建築工事    641,009 千円（D-4-5）
＜平成 28 年度＞

・建築工事  1,913,698 千円（D-4-5）
事業の実績に関する評価

本事業が実施された志津川西地区は、志津川地区内で津波の被害に遭わなかった

既存住宅街と一体化した防災集団移転団地である。

共同住宅タイプは宮城県との協定により、設計、積算、地質調査、施工を県に委

託して実施した。敷地造成については、防災集団移転団地整備と合わせ、UR 都市

機構に委託して実施した。



① 事業結果の活用状況に関する調査・分析・評価

志津川西地区災害公営住宅は全 82 戸に対し、令和 2 年末時点で 82 戸が入居

（入居率 100%）している。被災者の恒久住宅確保の目的を達成しており、有効

に活用されていると判断される。

② コストに関する調査・分析・評価

事業費の設計・積算は宮城県災害公営住宅設計標準等により実施し、入札によ

り業者を選定しており、事業コストは適正なものと判断される。

③ 事業手法に関する調査・分析・評価

本事業のうち、共同住宅は宮城県と協定を締結し、建築工事は県、造成工事は

UR と分けたことで、防災集団移転促進事業とのすみ分けが可能となったこと

や、県が直接工事監理を行ったことで事業期間を最大で 6 か月短縮し、早期の住

宅供給を実現した。

また、戸建住宅の建築においては、地元の建築関連業者で組織された南三陸町木

造災害公営住宅建設推進協議会と譲渡契約を行い、住宅規格をパターン化すること

で、資材の発注から施工を複数社で同時に実施することが可能となり、工期の短縮

が図られたほか、地元木材を採用することで、建築業と林業の活性化にも寄与して

おり、有効な手法であったと考える。

＜想定した事業期間＞

基本設計       平成 26 年 5 月～平成 27 年 2 月

測量設計・実施設計  平成 27 年 3 月～平成 27 年 9 月

建築工事       平成 27 年 10 月～平成 29 年 3 月

供用開始       平成 29 年 4 月

＜実際に事業に要した事業期間＞

基本設計       平成 25 年 5 月～平成 25 年 8 月

測量設計・実施設計  平成 25 年 10 月～平成 27 年 3 月

建築工事       平成 26 年 6 月～平成 28 年 12 月

供用開始       平成 28 年 10 月

事業担当部局

建設課公営住宅管理係 電話番号： 0226-46-1377





【復興交付金事業計画の個別事業の実績に関する評価様式】

事業番号 D-4-6・◆D-4-6-1
事業名 災害公営住宅整備事業（伊里前地区）

     災害公営住宅駐車場整備事業（伊里前地区）

事業費 D-4-6  総額 1,707,706千円（国費：1,494,239千円）

    内訳：用地費 13,939千円、設計費 33,935千円、工事費 1,659,832千円

◆D-4-6-1 総額 14,450千円（国費：11,560千円）

内訳：工事費 14,450千円）

事業期間 平成 24年度～平成 28年度

事業目的

自立再建が難しい町民を対象に高台等の安全な宅地に恒久住宅を早期に確保す

る。

事業地区 伊里前地区

事業結果

・共同住宅 鉄筋コンクリート造 2棟

（A棟 3階建て 23戸、B棟 4階建て 27戸）

・戸建住宅 木造 1階建て（3戸）、木造 2階建て（7戸）

・集会所 1棟

平成 28年 2月 15日より供用開始

＜平成 25年度＞

・測量設計   30,735千円（D-4-6）
・用地費・物件費 13,939千円（D-4-6）
・建築工事   79,951千円（D-4-6）
＜平成 26年度＞

・建築工事  132,832千円（D-4-6）
＜平成 27年度＞

・建築工事 1,447,049千円（D-4-6）
・駐車場整備   14,450千円（◆D-4-6-1）
＜平成 28年度＞

・測量設計   30,735千円（D-4-6）
事業の実績に関する評価

共同住宅タイプは宮城県との協定による県直接施工としたことで、十分な協議、適

正な工事監理を行い質の高い住居供給を行うことができた。伊里前地区の災害公営

住宅は、歌津地区内で文教施設に近接した最大の災害公営住宅であり、早期の完成及

び入居開始が地区住民の強い要望となっていたことから、宮城県による事業受諾は

復興の推進に非常に大きな役割を果たしたと考えられる。

① 事業結果の活用状況に関する調査・分析・評価



伊里前地区災害公営住宅は全 60戸に対し、令和 2年度末時点で 59戸が入居（入

居率 98%）している。被災者の恒久住宅確保の目的を達成しており、有効に活用さ

れていると判断される。

② コストに関する調査・分析・評価

事業費の設計・積算は宮城県災害公営住宅設計標準等により実施しており、事

業コストは適正なものと判断される。

③ 事業手法に関する調査・分析・評価

本事業のうち、共同住宅は宮城県と協定を締結し、建築工事は県、造成工事はUR
と分けたことで、防災集団移転促進事業とのすみ分けが可能となったことや、県が

直接工事監理を行ったことで、概ね予定通り供用を開始することができた。

また、戸建住宅の建築においては、地元の建築関連業者で組織された南三陸町木

造災害公営住宅建設推進協議会と譲渡契約を行い、住宅規格をパターン化すること

で、資材の発注から施工を複数社で同時に実施することが可能となり、工期の短縮

が図られたほか、地元木材を採用することで、建築業と林業の活性化にも寄与して

おり、有効な手法であったと考える。

＜想定した事業期間＞

基本設計       平成 25年 7月～平成 25年 12月

測量設計・実施設計  平成 26年 1月～平成 26年 9月

建築工事       平成 26年 10月～平成 28年 1月

供用開始       平成 28年 2月

＜実際に事業に要した事業期間＞

基本設計       平成 24年 11月～平成 25年 11月

測量設計・実施設計  平成 25年 7月～平成 26年 1月

建築工事      平成 26年 7月～平成 28年 1月

供用開始       平成 28年 2月

事業担当部局

建設課営繕係 電話番号： 0226-46-1377






